
令和９年度 内閣府重点施策（全体版）

 責任ある積極財政に基づく「中長期経済財政計画」の推進 ●◆
 ビッグデータの活用による経済の実態把握 ◆
 2028年OECD Well-being世界フォーラムを見据え、Well-beingの視点か
らの施策の深化、体制の拡充及び国際的な議論等への貢献・発信 ●◆

 国民経済計算の「2025SNA」への移行に向けた調査研究の実施 ●

１ 「強い経済」の構築に向けた経済財政政策の推進

○経済財政政策の推進
 時代や環境の変化、テクノロジーの進化に合わせた規制・制度改革の
徹底 ●◆

 公共部門における官民連携投資や危機管理投資促進のためのＰＰＰ／
ＰＦＩの推進 ●

「経済財政運営と改革の基本方針2026」（骨太方針）に基づき、「責任ある積極財政」の下、経済財政運営を行うとともに、ＥＢＰＭの強化や民間の活力創出に向けた支援に取り組む。

○民間の活力創出に向けた支援

 ＡＸ実現に向けた施策の推進（バーティカルＡＩの導入・開発利用の促進
等）◎◆

 拠点連携・国際連携強化など量子エコシステムの形成推進◎
 フュージョンエネルギー・イノベーション戦略の推進●
 経済安全保障上の重要技術の育成強化 ◎
 ムーンショット型研究開発制度の支援充実 ●
 グローバル・スタートアップ・キャンパス構想の推進◎◆
 ＳＢＩＲ ※１制度の抜本強化 ◎

２ 成長基盤の強化

○科学技術・イノベーションへの投資
 宇宙分野の成長産業化に向けた宇宙戦略基金による支援拡充・強化◎
 準天頂衛星システムの開発・整備・運用の推進 ◎
 官民投資ロードマップを踏まえた政府衛星等の打上げの戦略的調達◎
 宇宙開発戦略推進事務局の体制強化（司令塔機能、宇宙４法※３の制度・
審査体制の強化等）◆

 小型ＳＡＲ衛星コンステレーションの利用拡大に向けた政府調達支援 ◎
 海洋の開発・利用の推進（海洋無人機（海洋ドローン）、海洋状況把握
（ＭＤＡ）等に係る官民投資の推進等）◎

 南鳥島周辺海域のレアアース泥開発の推進 ◎
 総合海洋政策推進事務局の体制強化（海洋政策の司令塔機能を強化）◆
 有人国境離島法の改正を踏まえた有人国境離島地域に係る保全及び地域
社会維持のための取組の強化 ◎

「成長投資」を大胆かつ戦略的に進めるため、「新技術立国」の実現、フロンティアの開拓、知的財産戦略や健康・医療戦略の推進等に取り組む。

○宇宙・海洋のフロンティアの開拓

○知的財産戦略の推進
 一元的な支援体制の整備をはじめとするコンテンツ戦略の推進◎□◆☆
 戦略的国際標準化を組み込んだ国家戦略・企業経営実現に向けた官民司令
塔機能強化 ◎◆

 経営戦略の中枢に知財・無形資産を据えた知財経営のさらなる浸透や、日
本成長戦略17分野へのＩＰランドスケープ※２の活用の推進 ◎◆

 コンテンツと地方創生の好循環プランや一体的なブランディングによる価
値創出をはじめとする「新たなクールジャパン戦略」の推進 ●◆

 感染症への対応の充実等に向けた「健康・医療戦略」の推進や、創薬・
先端医療分野における取組の強化◎

 医療等情報の利活用の推進（医療等情報の利活用を更に円滑化するため
の制度整備等）●☆

○健康・医療戦略の推進や創薬・先端医療への投資

※１Small/Startup Business Innovation Research. スタートアップ等による研究開発を促進し、その成果を円滑に社会実装し、我が国のイノベーション創出を促進するための制度。
※２政府においては、成長戦略の推進に際し、事業情報（市場動向、技術・標準化トレンド）等に知財情報を組み込んだ分析を実施し、その分析結果（現状の俯瞰・将来展望等）を関係省庁と共有すること。
※３宇宙基本法、人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律、衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律、宇宙資源の探査及び開発に関する事業活動の促進に関する法律の４つの法律を指す。

凡例 ●予算要求（◎：「強く豊かな日本」投資枠）、
□税制改正要望、◆機構定員要求、☆法律改正



 女性が活躍でき、暮らしやすい地域づくり（地域女性活躍推進交付金等）●
 性犯罪・性暴力対策の強化 ●
 ＤＶ対策の強化 ●
 地域就職氷河期世代等支援推進交付金による、就職氷河期世代等に対する社
会参加やリ・スキリングを含めた就労・活躍に向けた支援等の推進◎

 就職氷河期世代等支援の調査・広報の推進 ●

４ 国民一人ひとりが活躍できる社会の実現

○女性活躍・男女共同参画や就職氷河期世代等支援の推進
 「世界青年の船」事業等の青年国際交流事業の円滑な実施●
 障害者への偏見や差別のない共生社会に向けた、「障害者週間」、
「ともともフェスタ」、「手話の日」等の普及啓発等の施策の推進●

 高齢化等を背景とした地域社会の担い手不足に関する多世代・分野横
断的な取組の推進 ●

 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理
解の増進に関する施策の総合的・計画的推進◆

 孤独・孤立対策推進法に基づく「孤独・孤立対策に関する施策の推進
を図るための重点計画」に掲げる取組の推進●

 公益法人・公益信託による民間公益活動の活性化の促進 □

全世代の国民一人ひとりが活き活きと活躍でき、誰一人取り残されない社会を実現するため、女性活躍、共生・共助等の施策を推進する。
○共生・共助社会の推進

 改正経済安全保障推進法等に基づく各種施策及びデータセキュリティの
確保を含む経済安全保障施策の強化◎◆☆

 経済安全保障上の重要技術の育成強化 ◎（再掲）
 南鳥島周辺海域のレアアース泥開発の推進 ◎（再掲）
 拉致被害者等への支援 ●
 国連ＰＫＯ等への参加等を通じた国際平和への寄与 ●
 北方領土問題に係る地域一体で進める取組を含めた国民世論の啓発等 ●
 遺棄化学兵器の発掘・回収及び廃棄●

５ 経済安全保障の強化と国民の安全・安心の確保

○経済安全保障等の強化
 交通安全思想の普及徹底等の交通安全対策の強化●
 安全保障の観点からの新たな土地取得等のルールの在り方に関する措置
の実施等 ●◆

 原子力防災対策の充実・強化 ◎

我が国を取り巻く安全保障環境の複雑化・深刻化を踏まえ、経済安全保障の強化を始め、安全・安心な社会の実現に向けた施策を推進する。
○国民の安全・安心な生活基盤の整備

６ 国民生活を支えるための行政基盤の整備
国民への説明責任を果たすための環境整備や、社会に貢献した者への表彰など、国民生活を支える行政基盤を整備する。
 国内外への効果的かつ戦略的な政府広報の抜本強化 ◎
 公文書管理の推進（新たな国立公文書館開館に向けた機能強化等）●

 栄典事務の適切な遂行 ●
 国公賓等の接遇のための迎賓館の施設管理、一般公開等 ●

 強い地域経済の構築に向けた戦略産業クラスター計画等の推進（地域未来
交付金の拡充による環境整備等）◎

 地域未来戦略等を踏まえた特区制度の効果的な活用による規制・制度改革
の推進 ◎☆

 企業の地方移転等の促進 ●
 地方分権改革の推進（提案募集を通じた地方への規制緩和・権限移譲）☆

３ 強い地域経済の構築

○地域未来戦略の推進
 強い沖縄経済の実現に向けた国家戦略としての沖縄振興策の総合的な推
進、GW2050 PROJECTS※４の早期実現 ◎□

 アイヌ政策推進交付金を活用したアイヌ文化の振興等に係る市町村の取
組の推進 ●

強い地域経済の構築に重点を置いた新たな取組である「地域未来戦略」を強力に推進するとともに、沖縄振興などの個性を活かした地域づくりを推進する。

○沖縄経済やアイヌ文化の振興

※４沖縄の経済界や地元自治体による将来の基地返還跡地と那覇空港との一体的な利用を目指す構想。

令和９年度 内閣府重点施策（全体版） 凡例 ●予算要求（◎：「強く豊かな日本」投資枠）、
□税制改正要望、◆機構定員要求、☆法律改正



令和９年度 内閣府重点施策（「強く豊かな日本」投資枠）
国内投資を通じた潜在成長率の引上げにつながる施策の推進
国内投資を通じた潜在成長率の引上げに向けて、『「強く豊かな日本」投資枠』を活用し、日本成長戦略や地域未来戦略などを踏まえた効果の高い政策を推進する。
成長基盤の強化

（地域未来戦略の推進）
 強い地域経済の構築に向けた戦略産業クラスター計画等の推進（地域未
来交付金の拡充による環境整備等）

 地域未来戦略等を踏まえた特区制度の効果的な活用による規制・制度改
革の推進

強い地域経済の構築

 地域就職氷河期世代等支援推進交付金による、就職氷河期世代等に対する社会参加やリ・スキリングを含めた就労・活躍に向けた支援等の推進

国民一人ひとりが活躍できる社会の実現

（経済安全保障等の強化）
 改正経済安全保障推進法等に基づく各種施策及びデータセキュリティ
の確保を含む経済安全保障施策の強化

 経済安全保障上の重要技術の育成強化（再掲）
 南鳥島周辺海域のレアアース泥開発の推進（再掲）

経済安全保障の強化と国民の安全・安心の確保

 国内外への効果的かつ戦略的な政府広報の抜本強化

国民生活を支えるための行政基盤の整備

（宇宙・海洋のフロンティアの開拓）
 宇宙分野の成長産業化に向けた宇宙戦略基金による支援拡充・強化
 準天頂衛星システムの開発・整備・運用の推進
 官民投資ロードマップを踏まえた政府衛星等の打上げの戦略的調達
 小型ＳＡＲ衛星コンステレーションの利用拡大に向けた政府調達支援
 海洋の開発・利用の推進（海洋無人機（海洋ドローン）、海洋状況把握
（ＭＤＡ）等に係る官民投資の推進等）

 南鳥島周辺海域のレアアース泥開発の推進
 有人国境離島法の改正を踏まえた有人国境離島地域に係る保全及び地域社
会維持のための取組の強化

（健康・医療戦略の推進や創薬・先端医療への投資）
 感染症への対応の充実等に向けた「健康・医療戦略」の推進や、創薬・先
端医療分野における取組の強化

（国民の安全・安心な生活基盤の整備）
 原子力防災対策の充実・強化

（沖縄経済やアイヌ文化の振興）
 強い沖縄経済の実現に向けた国家戦略としての沖縄振興策の総合的な
推進、GW2050 PROJECTSの早期実現

（科学技術・イノベーションへの投資）
 ＡＸ実現に向けた施策の推進（バーティカルＡＩの導入・開発利用の促
進等）

 拠点連携・国際連携強化など量子エコシステムの形成推進
 経済安全保障上の重要技術の育成強化
 グローバル・スタートアップ・キャンパス構想の推進
 ＳＢＩＲ制度の抜本強化
（知的財産戦略の推進）
 一元的な支援体制の整備をはじめとするコンテンツ戦略の推進
 戦略的国際標準化を組み込んだ国家戦略・企業経営実現に向けた官民司
令塔機能強化

 経営戦略の中枢に知財・無形資産を据えた知財経営のさらなる浸透や、
日本成長戦略17分野へのＩＰランドスケープの活用の推進

「成長投資」を大胆かつ戦略的に進めるため、「新技術立国」の実現、フロンティアの開拓、知的財産戦略や健康・医療戦略の推進等に取り組む。

強い地域経済の構築に重点を置いた新たな取組である「地域未来戦略」を強力に推進するとともに、沖縄振興などの個性を活かした地域づくりを推進する。

国民一人ひとりが活き活きと活躍でき、誰一人取り残されない社会を実現するための施策を推進する。

我が国を取り巻く安全保障環境の複雑化・深刻化を踏まえ、経済安全保障の強化を始め、安全・安心な社会の実現に向けた施策を推進する。

国民への説明責任を果たすための環境整備など、国民生活を支える行政基盤を整備する。
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